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あらゆる分野が対象です。PPP/PFIの活用可能性が低くても構いません。 
・学校統廃合によって生じる統合校建設に関するPFIの導入・廃校跡地の有効活用 
・老朽化した庁舎の建て替え方法 
・子育て支援・福祉・社会教育など多機能な公共サービスの集約方法 
・道路・橋りょう・上下水道の包括管理委託 
・観光開発のあるべき姿 

通常のサウンディングは、一定の事業構想や計画が定まっている状態で行われます。 
民間が意見を出しやすい利点がある反面、民の感触なしに方針を決めなければなら 
ないというのが欠点です。「サウンディング・ゼロ」は、方針を決めるために民間 
の感触を知りたいというニーズに対応するためのものです。何もきまっていないゼ 
ロの段階でもOKという趣旨で「サウンディング・ゼロ」と名付けました。担当者の 
ジャストアイディアでも可能です。また、首長や議会に報告する必要は一切ありません。 

東洋大学PPP研究センターの教員と在学生、修了生が参加し、民間の意向を想定、また自ら 
事業をすることを想定して真剣に検討します。対応するのは、根本祐二センター長を始めに、 
自治体職員、建設、不動産、コンサルティング、金融業界などで働くPPPや地方創生の現場に 
精通している人材です。 

公民連携専攻は、インターネットを活用した遠隔授業システムを取り入れており、日本全
国・海外に在住していても、全ての授業が自宅や職場のパソコンからリアルタイムで受講で
きます。「サウンディング・ゼロ」も、こちらのシステムを使いますので、遠方地の自治体
でも出張不要で相談が可能です。もちろん、本学（東洋大学大手町サテライト）に来校し、
直接、相談していただいても構いません。大学側で契約しているシステムのため、費用の発
生や契約を行う必要はありません。  

会議は、非公開です。会議の内容・開催自体も公表いたしません。大学側の参加メンバーは、 
東洋大学と守秘義務契約を結んだ上で、民間にとって魅力的か、民が参加できる条件は何か 
などの意見を参加者個人の資格でお出しします。大学として議事録は作成しませんが、結論を 
ヒヤリング結果として専門家意見として、庁内外で共有いただくことは可能です。ただし、
PPP研究センターの基礎データとして活用させていただく場合があることはご了承ください。 
その場合も固有名詞が推測できる情報は開示しません。 

 近年、PPP/PFIの推進にあたり地域金融機関の貢献が期待されています。サウンディングへ地域金融機関の担当者に同席していただくことで、今後
の具体的な計画に移行しやすくすることが目的です。貴機関の東京事務所に東洋大学側の対応者が出向くとともに、自治体側は貴機関の最寄りの本支
店に出向いていただいて、貴機関のお持ちのテレビ会議システムで実施します。（テレビ会議の接続・運用は地域金融機関の責任において実施してく
ださい。）申込みは自治体・地域金融機関のいずれからでも結構ですが、地域金融機関のみでの相談募集は行っておりません。 
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仕事が忙しい 
時も安心！ 

根本 祐二 
 

東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻長  
東洋大学PPP研究センター センター長 

 公民連携専攻は世界で唯一の公民連携（PPP)専門の社
会人大学院です。皆さんは、このままでは自分の地域が
置かれている環境が厳しくなる一方で、今後、PPPが大
きな役割を果たすだろうということも気づいているで
しょう。 
 しかし、反対の議論があることも事実です。悩まされ
ている方も多いと思います。 
 
・公共的なサービスは効率が悪くても仕方ない 
・公共施設を再編することは絶対反対である 
・地方の閉塞は自治体の責任であり市民には関係がない      
・民間に任せると公共性が損なわれる 
・民間に関心を持ってもらえるほどの市場がない             
・地元企業を保護するためにはPPPは良くない 
・PPPは公共サービスだから民間がもうかるのはけしからん 

 
 大学院では、こうした厳しい問にも明快に答えるため
の世界最先端のPPP理論を学びます。その上で、院生が 
持ち込んだ現場の課題に答えていきます。紫波町の成功
例も発端はこうしたアプローチでした。働きながら学ぶ
ことは簡単ではありませんが、全国の多くの仲間と悩み
と処方箋を共有することで、他では経験できない喜びを
得られると思います。 
 
 本専攻には、インターネットを使った遠隔授業システ
ムを導入しており、日本全国・海外からもインターネッ
トが繋がるパソコンがあれば、授業に参加できます。ま
た、奨学金や、欠席した授業の録画提供などサポート体
制も充実しています。地域の課題は自らで解決する！志
を持った皆様を、公民連携専攻はお待ちしております！ 


